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1．はじめに
　最近の雇用の状況は、雇用者が全体としてほとんど増加していないにもかかわらず、
パートタイマーに代表される非正社員が大幅に増加している。この点を労働力調査1で
みてみると、平成14年から平成17年の問に正規職員・従業員は減少傾向にあるものの、
パート・アルバイトは67万人、契約社員・嘱託社員は48万人増加しており、増減率でみ
ると特に後者の延びが大きい（図表1を参照）。さらに、1週間の就業時間別にみると、
特に契約社員・嘱託社員で「週35時間以上」の増加率が高い。
図表1：「非正社員数の推移」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千人、％）
実数（注D 雇用者（合計）に占める割合
平成14年 平成17年増減率（注2） 平成14年 平成17年 増減
合計 5，337 5，407 1．3 100．0 100．0 一
雇用者総数 1週間の
A業時間
@（注3）
週1～34時間 t236 1，284 3．9 23．2 237 0．6
週35時間以上 4，014 4，036 0．5 75．2 74．6 ▲0．6
合計 3，489 3，374 ▲33 65．4 62．4 ▲3．0正規職員・
]業員 1週間の
A業時間
週1～34時間 325 291 ▲10．5 6．1 5．4 ▲0．7
週35時間以上 3，117 3，039 ▲25 58．4 56．2 ▲2．2
合計 1ρ53 1，120 6．4 19．7 20．7 tOパート・
Aルバイト 1週間の
A業時間
週1～34時間 711 760 6．9 133 14．1 0．7
週35時間以上 318 334 5．0 6．0 62 0．2
合計 230 278 20．9 4．3 5．1 0．8契約社員・
咜?ﾐ員 1週間の
A業時間
週1～34時間 69 80 15．9 1．3 1．5 0．2
週35時間以上 157 193 22．9 2．9 3．6 0．6
出所）総務省∫労働力調査』より作成
注の実数は年平均値
注2）増減率＝（平成17年一平成14年）1平成14年×100
注3）調査時点の月末1週間の就業時間
1：同調査における雇用形態の分類は、雇用者の詳細として、平成14年以前は、①正規職員・従業員、②パート・アルバ
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　さらに近年の特徴は、非正社員が量的に増加するだけでなく、正社員が行っていた
業務の非正社員による「代替」が進み、非正社員の基幹労働化が進んでいるという点
にある。事例2などから明らかになりつつあるが、一部の企業では、内部労働市場では
育成できない、または環境変化に対応して育成の間に合わない専門能力を有する人材
を専門職型契約社員として獲得し活用するという新しい非正社員活用のケースがでて
きている。つまり、専門職型契約社員という契約形態によって、外部から専門能力を
速やかに獲得し活用していくという社内人材を補完する非正社員の活用がすでにはじ
まっているのである。そのため正社員と非正社員の処遇の均衡が、人事管理上の重要
な問題となっている。つまり、正社員と同じ業務を行いながらも、正社員に比べて低
い処遇を受ける非正社員が増加したことによって、“同一労働同一賃金”の原則がク
ローズアップされるようになり、均衡化3が求められるようになったのである。
　しかしながら、非正社員の処遇を正社員に近づける（均衡化）政策だけで、基幹労
働化する非正社員を有効に活用できるであろうか。ひとロに非正社員といってもその
タイプは多様であり、一律的に均衡処遇を図ることだけが、非正社員の有効活用を進
める方法とは限らないのではないだろうか。
　たとえば、主として定型業務や簡易な業務を行う非正社員の場合には、企業は主にコ
スト競争力をつけるために非正社員を雇用する。これに対して、専門能力を必要とす
る業務を行う非正社員の場合は、専門能力を持った人材を社外から速やかに必要な期
間だけ調達するというねらいがあり、その代表的な例は、専門的な能力を要する仕事
につく契約社員（以下、専門職型契約社員4とする）である。
　このように非正社員を活用する戦略がそのタイプによって異なるのであれば、それ
に対応して人事管理も異なるはずである。これまで非正社員の処遇の問題を扱う場合
には、非正社員をひとまとまりの労働力グループとして捉えることが多かったが、そ
　イト、③嘱託社員など、④その他の4分類としており、「契約社員」という呼称は直接出てはこない。そのため、直
　近の調査結果（平成17年）との直接比較が難しい。そこで、本稿では平成14年と平成17年の2時点を取り上げた。
2：具体的な企業の活用事例としては労政時報研究所編集部（2004年b）が詳しい
3：正社員と非正社員とでは、企業との関係における拘束リスク（会社都合による働き方の変更リスク）が異なるために、
　同一労働同一賃金を基礎としながらもこのリスクを測定し、その分だけ正社員にリスクプレミアムを付加するよう
　に「処遇の水準とその決め方」を整備していくことが、均衡処遇政策の1つのモデルとして示されている。詳しくは、
　社会経済生産性本部短時間労働の活用と均衡処遇に関する研究会編（2003年）・を参照。同報告書では、リスクプレミ
　アムとして正社員に課せられる勤務地変更のリスクプレミアム（勤務地リスクプレミアム）、職種変更のリスクプレ
　ミアム（職種リスクプレミアム）、就業時間変更のリスクプレミアム（時間リスクプレミアム）をあげている
4：佐藤（2004年）は、契約社員を正社員が従事していた業務のうち、定型的な業務に近いものを担当する「一般職型」
　と、専門的知識や技能の求められる特定の業務を担当する「専門職型」に分類している。佐藤によれは、契約社員
　のうち「一般職型」は、正社員やパートタイマーなどが従事していた業務のうち、長期にわたる能力開発を必要と
　しないもので、かつフルタイム勤務が求められるものに活用されるケースが多いとしている。その意味では、契約
　社員の中でも「一般職型」は、典型的な非正社員であるパートタイマー等と同様に、「代替型」の非正社員に位置づ
　けることができよう
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の活用の広がりに伴って非正社員は多様化しており、その働き方の違いに合わせて非
正社員の人事管理は再編成されるべきであろう。その中で注目されるのは、前述した
ように急増する契約社員であり、なかでも高度な専門能力を外部から調達するという
点で新しい人事政策の対象である専門職型契約社員である。専門職型契約社員の人事
管理に焦点を当て検討を進めることは、これからの企業の人材活用戦略上の課題を考
えていく上でも有益だと考えられる。
　こうした問題意識に立って、本稿では、まず非正社員の均衡処遇に関する先行研究
をレビューし、それを踏まえて専門職型契約社員を取り上げる意義を提示したうえで、
アンケート調査データの分析結果にもとついて、専門職型契約社員の人事管理のあり
方を考察していくことにする。
2．非正社員の均衡処遇に関する先行研究
（1）非正社員全体の研究
　近年、非正社員に関する処遇や人事管理に関する研究が盛んに行われている。これ
らの研究では、企業が競争力を強化するために非正社員を積極的に活用していこうと
するならば、彼ら（彼女ら）の能力を高め、労働意欲の維持・向上を図らなければな
らないが、そのためには非正社員を「正社員と分離して低く処遇する」という「分離
型」の人事管理では限界があり、両者の処遇の水準の均衡を図る必要があると指摘さ
れている5。
　さらに、正社員と非正社員の均衡処遇に関する研究の焦点は「処遇の水準」にとど
まらず、「処遇の決め方」（つまり「人事管理」）にも当てられるようになってきた6。
両者の間には「処遇の水準」は「処遇の決め方」に基づいて決まる関係があり、「処遇
の決め方」を検討しない限り、「処遇の水準」の均衡の問題も解決されないと考えられ
るからである。
　西本・今野（2003年）は、経営パフォーマンスを高めるには、正社員とパートタイ
マー等非正社員の処遇の均衡をはかることが重要であるが、それを効率的に実現する
ためには、非正社員の人事管理（処遇の決め方）の整備を段階的かつ戦略的に進める
必要があるとして、3つのステップを示している。第一段階は、報酬（制度・水準）の
均衡を図1り、「労働の安定的な提供」「仕事経験の蓄積」という人材供給面の基礎的な
5：社会経済生産性本部短時間労働の活用と均衡処遇に関する研究会編（2003年）を参照。
6：西本万映子・今野浩一郎（2003年），社会経済生産性本部短時間労働の活用と均衡処遇に関する研究会編（2003年），
　21世紀職業財団（2004年）を参照。
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条件を整備する。第二段階は、それを経営業績の向上に結びつけるために、人材活用
を可能にする人事管理分野（配置・異動、評価制度、教育訓練）の均衡を図る。第三
段階は、人事管理の基盤システムである社員格付け制度の均衡を進める。つまり、均
衡処遇を実現するには、報酬関連分野の均衡から人材活用分野の均衡をへて、社員格
付け制度の均衡へと、人事管理の段階的な整備が必要であると指摘しているのである。
（2）非正社員タイプ別の研究
　しかし、西本・今野の研究は非正社員全体を分析の対象としたものであり、非正社
員に多様なタイプのあることを考慮していない。それぞれのタイプの非正社員が上記
の均衡処遇を実現する3つのステップに従うならば、報酬の均衡の進んでいる非正社員
ほど、人材活用分野の均衡、社員格付け制度の均衡が進んでいると予想される。この
点について、藤波（2004年）は、非正社員をパートタイマー、契約社員・準社員、ア
ルバイト、嘱託社員の4種類にわけて分析し、報酬の均衡が最も進んでいるのは、契約
社員・準社員と嘱託社員であることを明らかにしている。
　しかしながら、上記の藤波の研究では、①対象となっている業種が小売業とサービ
ス業に限定されている、②契約社員・準社員が本論でいう専門職型契約社員なのか明
確でない、という問題が残されていた。そこで本稿では、21世紀職業財団（2004年）
の『パートタイム労働者の均衡処遇と経営パフォーマンスに関わる調査研究会報告書
一全業種版一』のアンケート調査結果を用いて、専門職型契約社員についてより詳細
な検討をしてみたい7。
　同調査では「最も多く雇用している非正社員」のタイプを調査対象企業に選択させ、
そのタイプの非正社員を対象にした人事管理について回答を得ている。「最も多く雇用
している非正社員」の構成は、パートタイマーをあげる企業が55．7％、契約社員・準
社員が同19．3％、アルバイトが同11．1％、嘱託社員が同11．4％である。
　まず報酬の均衡からみると、正社員の給与水準を100％としたときの非正社員のタイ
プごとの水準は、嘱託社員（75．0％）が最も高く、次いで契約社員・準社員（70．6％）、
アルバイト（66．4％）、パートタイマー（54．2％）となっている。同様に賞与・一時金
の基本給支給月数についてみると、嘱託社員（75．9％）、契約社員・準社員（60．2％）、
アルバイト（39．5％）、パ・一・・一トタイマー（37．5％）の順である。さらに報酬関連制度の
7：同調査は、2003年10月7日から同30日にかけて調査票を郵送配布・郵送回収した。調査対象は、帝国データバンクの
　企業データベースに収録されている企業の中から抽出された5，000社の人事部門の責任者であり、有効回収は909社、
　有効回収率は18．2％である。調査対象企業の業種構成についてみると、小売業（32．7％）が最も多く、次いで製造業
　（21．5％）、サービス業（17．3％）、建設業（10，1％）、その他の業種が計18．4％である
8：「均衡度」は、「正社員と非正社員全員が対象となる制度がある」企業の件数x5点＋「正社員と一部の非正社員を対
　象とする制度がある」企業の件数×3点＋「正社員と非正社員には異なる制度がある」×2点＋「非正社員を対象と
　する制度はない」×1点を、合計の件数で除した値である
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均衡について図表2に整理した均衡度尺度8でみると、嘱託社員（2．8）、契約社員・準社
員（2・7）・パートタイマー（2・5）・アルバイト（2．3）となっている。このように、報酬
の面からは嘱託社員・契約社員・準社員が正社員との均衡が進んでいる非正社員のタ
イプであることがわかる。
図表2　制度分野別の均衡度　　’
社員格付け制度 配置・異動 評価制度 教育訓練 報酬制度
均衡度
@（点）
合計
i社）
均衡度
@（点）
合計
i社）
均衡度
@（点）
合計
i社）
均衡度
@（点）
合計
i社）
均衡度
@（点）
合計
i社）
全体 1．3 2」46 1．9 2，171 2．2 2，165 3．0 2，043 25 2，183
ノマートタイマー 12 t216 1．9 1，218 2．0 t214 2．9 1，135 2．5 1，219
契約社員・準社員 1．3 422 22 421 2．6 417 3．6 405 2．7 422
嘱託社員 1．3 252 1．8 253 22 249 3．3 239 2．8 253
アルバイト 1．3 244 1．9 246 2．0 242 28 226 2．3 245
出所）21世紀職業財団（2004年）より作成
　次いで、図表2に示した人材活用分野をみると、配置・異動、評価制度、教育訓練と
も、契約社員・準社員の均衡度が最も高く、次いで嘱託社員、パートタイマーもしく
はアルバイトのどちらかが最も低くなっている。人材活用分野では、総じて嘱託社員
は契約社員・準社員よりも均衡度が低く、報酬分野との逆転が生じているが、これは
嘱託社員が正社員の退職後の再雇用契約の形態として活用されるケースが多いことが
影響していると考えられる。
　最後に、社員格付け制度についてみると、非正社員のタイプの差異はなく、均衡度
そのものも全体平均1．3と極めて低い。このことから西本・今野の研究における「第三
段階」の社員格付け制度の均衡化は、現行企業の人事管理においては、非正社員のタ
イプにかかわらずほとんど図られていないことがわかる。
　このように嘱託社員の人材活用の特殊事情を差し引いて考えてみると、報酬分野の
均衡が進んでいる契約社員・準社員では、第ニステップの人材活用分野の均衡も図ら
れつつある。一方で、報酬分野の均衡の進んでいないパートタイマー、アルバイトに
ついては人材活用分野の均衡が低い水準にあることがわかる。
　以上のことから、非正社員のタイプの違いからみても西本・今野の指摘どおり、非
正社員の人事管理は、報酬関連分野の均衡をへて人材活用分野の均衡へと進んでいく
ことがわかる。また、「処遇の水準」と「処遇の決め方」の均衡の観点からみると、契
約社員・準社員が最も正社員に近い雇用形態であると位置づけることができる。
3．専門職型契約社員の人事管理に関する仮説
これまでの、非正社員を「正社員と分離して低く処遇する」という人事管理の実態
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を考えると、「処遇均衡」という考え方に基づき人事管理の是正を求めることは不可避
であり、処遇均衡は、パートタイマーをはじめとする大多数の非正社員については重
要な課題である。先行研究が示す通り、企業が非正社員を積極的に活用し、競争力を
強化していくには、正社員とパートタイマー等との処遇均衡を高めて、彼ら（彼女ら）
の能力、労働意欲の維持・向上を図っていくことが必要になってくる。そして、それ
を効率的に実現するためには、人材の蓄積と活用の状況に合わせて、報酬関連分野の
均衡から人材活用分野の均衡を経て、社員格付け制度の均衡へと、人事管理の整備を
段階的に進めることが求められる9。とくにパートタイマー等を有効に活用するために
は処遇の均衡に止まらず、それを実現するための人材活用分野等の制度設計に焦点を
当て、均衡化を促進していくことが重要な政策課題であるといえよう。
　しかし、「1．はじめに」で問題提起したように、非正社員の多様化と基幹化が進行
する中で、こうした一方向的な政策が企業、非正社員の双方おいて望ましい政策であ
ろうか。とくに正社員と補完関係にある専門職型契約社員を想定すると、均衡処遇を
促進する合理性は低いといえる。まず報酬については、専門職型契約社員は高度な専
門能力を有しながらも、1～3年の有期契約（一部5年）であることから、成果と処遇を
短期決済しなければならないために、長期雇用を前提とする正社員との均衡化をはか
る政策は適切ではない。むしろ、給与水準や賞与額は正社員よりも高いケースもあっ
てしかるべきであろう。
　また、人材活用に関しては、労働者は専門能力を売り、企業はそれを買おうとする
のであり、正社員のような教育訓練を提供することの合理性は低い10。配置・異動に
ついても同様で、専門能力の直接的な活用を前提とした専門職型契約社員を正社員の
ように配置転換することの意味は薄いといえる。
　したがって、専門職型契約社員は、処遇水準が高いにもかかわらず、「処遇の決め
方」である報酬制度、配置・異動制度、教育訓練制度等の人事管理の均衡度は高まる
とはいえない可能性があるのである。
9：西本・今野（2003年）を参照。
lo：この点は人的資源論の考え方に従っている。　Becker（1962年）は、企業が投資対象とするスキルは投資回収可能なス
　キル（他社では価値のない企業固有のスキル）であり、社員の離職は、企業が投資回収を享受できる期間を短くして
　しまうため、社員に対して教育訓練を提供する企業側のインセンティブを失わせると指摘している。専門職型契約
　社員は専門能力を外部市場から購入しようとする企業行動であり、かつ有期契約の同社員に教育訓練投資を行う合
　理性は低いといえよう。
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4．専門職型契約社員の人事管理に関する均衡度分析
（1）専門職型契約社員およびパートタイマーの区分の定義
　では、実際の専門職型契約社員の人事管理はどのようになっているのであろうか。
前述した21世紀職業財団（2004年）の『パートタイム労働者の均衡処遇と経営パフォー
マンスに関わる調査研究会報告書一全業種版一』のデータから得られる均衡度尺度を
用いて専門職型契約社員の人事管理の特徴を明らかにしていこう。
　すでに触れたように、同調査ではパートタイマー、契約社員・準社員、嘱託社員、
アルバイトの4タイプに分けて「最も人数の多い非正社員」に関して回答を得ているが、
同時にその「最も人数の多い非正社員」の働き方について、①正社員と同じ「労働時
間」の者の割合、②正社員と同じ「仕事の内容」の者の割合について聞いている。①
は非正社員の時間的な基幹化を表すものであり、②は質的な基幹化を示すものである。
本稿では、この①、②のデータを用いて、図表3のように、①「労働時間」について
は、正社員と同じかどうか問わず11、②「仕事の内容」について過半数が正社員と同じ
働き方をしている契約社員・準社員を専門職型契約社員と定義し分析することにした。
図表3　専門型契約社員の定義
　　　【労働時間正社員型と仕事内容正社員型のクロス表】 （上段：人、下段：％）
仕事内容正社員型
全員 過半数 半数程度 少数 1人もいない 不明 合計
全員 　73
U2．4
　22
ﾅa8
　8
U．8
　6
T．1
　8
U．8
　0
O．0
　117
P00．0
過半数 　12
P3．3
　49
T4．4
　10
P1．壌
　16
P7．8
　3
R．3
　0
O．0
　　90
P00．0
労働時間
ｳ社員型
半数程度
　　5
ｯ4．7
　粕
Q9．4　F
???
　　7
Q0．6
　2
T．9
　0
O．0
　　34
P00．0
少数 　7
T．9
　25
ｧ2組．0
　窪6
o3鴻夏
　66
T5．5
　5
S．2
　0
O．0
　119
P00．O
一人もいない 　羽
閧U．9
　　7
?O．8
　　7
ﾅα8
　23
R5．4
　16
Q4．6
　1
P．5
　　65
P00．0
不明
　　2
Tα0
　0
掾Do
　0
掾D◎
　　1
Q5つ
　0
O．0
　　1
Q5．0
　　　4
P00．0
合計
110
Q5．6
113
Q6．3
　51
P1．9
119
Q7．7
34
V．9
　2
O．5
　429
P00．0
鍵　　　専門職型
［：＝コー般職型
11：本稿では「専門職型契約社員」を、専門能力を有する人材がその専門性によって雇用されていると定義するため、
　「労働時間」が正社員と同じ働き方をしているかについては問わないこととした。
55
　また、専門職型契約社員の特徴を浮き彫りにするために、①、②のデータを用いて、
比較対象として、最も典型的な非正社員であるパートタイマーを図表4のようにパー
トタイマー上級、パートタイマー中級、パートタイマー初級（以下、「パート上級」、
「パート中級」、「パート初級」とする）に区分して分析を行った12。
図表4　パートタイマーの区分定義
　　　【労働時間正社員型と仕事内容正社員型のクロス表】 （上段：人、下段：％）
仕事内容正社員型 合計
全員 過半数 半数程度 少数 1人もいない 不明
全員
22
W4．6
　3
Pt5
　1
RB
戸・ρ・『　　弓‘　ド「　匹　◎カ 　　9糠。
@αも
　0
O．0
　26
P00．0
過半数 　9
P1．3
噂0
T0組
14
P7．5
苧妻
@　湘4鳳 罎＄
R灘
　0
O．0
　80
P00．0
半数程度 　2Q0
．悠
P葛．2
　44
S4．4
識a’奄臼翫再　　も｛　　　　‘
R乞3
?? 　0
O．0
　99
P00．0労働時間
ｳ社員型
少数
13
Q．7、
74
o5き1
77
痰T7 ???
　2
O．4
489
P00．0
一人もいない
．　爵鰻　　墾縫 藻拐難　　瞬6難 52　　　　　　　　　　　　　　　　　　6
X．7　　　　　　　　　　　　　　　　　1．1
537
P00．0
セ饗851「
E5臥3。
T35
S3．1
　3き
驍V謁
@211
P7．0
不明 　4
H4．経
鷺ザ
S獅
　G　　　　　　　　　　　　　　　　　4
O．◎　　　　　　　　　　　　　　　44．4
　9
P00．0
合計
102
W．2
192
P5．5
188
P5．2
12
P．0
1，240
P00．0
　　　　パート上級
　　　　パート中級
幽パート初級
（2）企業の組織特性
　はじめに、パートタイマー全体と専門職型契約社員がどういった特徴をもっている
かを図表5でみていく。まず業種についてみると、総じてパートタイマーが多い業種は
小売業、飲食店であり、専門職型契約社員が多い業種は建設業、運輸・通信業である。
つぎに、パートタイマーのレベル別に業種との関連をみると、パートタイマーのレベ
ルが上がるほど製造業が17．2％から28．1％へと増加するのに対して、卸売業が6．4％か
ら2．6％へと減少している。
　従業員規模をみると、非正社員の仕事のレベルが高いほど企業規模が小さくなる。
具体的には、パートタイマーのレベル別との関連では、パート初級からパート上級へと
レベルが高くなるほど、従業員数は1，049人から539人へと小さくなり、さらに専門職
12：この結果、これ以降で分析対象となるのは「専門職型契約社員」が274件、「パート上級」が153件、「パート中級」
　が379件、「パート初級」が691件である。
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型契約社員の従業員数はパート上級よりも少なく、平均479人である。非正社員比率
　（従業員数にしめる非正社員の割合）との関係についてみても、パートタイマーのい
ずれのレ・ベルと比べても専門職型契約社員のほうが同比率は26．3％と低い。さらに
パートタイマーのレベルとの関連をみると、レベルが高くなるほど非正社員比率が
36．7％から28．1％へと小さくなっており、パートタイマーのレベルが低くなるほど、多
くの非正社員を雇用していることがわかる。
　社員増減率（2003年の従業員数を5年前と比較した時の増減率）をみると、パートタ
イマー、専門職型契約社員ともに従業員数を増やしてきたことがわかるが、特にパー
トタイマーのレベルが下がるにしたがって、従業員数を増やしてきた傾向がみられる。
これは正社員と非正社員のどちらが増えた結果なのかをみるために、正社員増加指数
（2003年の正社員数を100としたときの5年前の正社員数を指数化したもの）と非正社
員増加指数（2003年の非正社員数を100としたときの5年前の非正社員数を指数化した
もの）をみると、パートタイマー、専門職型契約社員の両者は、正社員を減らす一方
で非正社員を増やしており、特に正社員については、パートタイマーのレベルが上が
るほど正社員を減らしてきたことがわかる。また、専門職型契約社員ではパート上級
と同程度の正社員増加指数であった。これらのことから、①初級パート活用企業ほど
非正社員を多く雇用している、②パート上級や専門職型契約社員を活用する企業ほど、
正社員を多く減らし、替わりに非正社員を増やしてきたことの二点がわかる。つまり、
パート初級のような補助的業務に携わる非正社員を活用している企業での量的な代替
はすでに一段落しており、かわって正社員に近い仕事内容や働き方をしているパート
上級や専門職型契約社員といった非正社員と正社員との代替がこの5年間で進んでき
たといえよう。
　労働特性との関連を週30時間以上労働している非正社員が非正社員全体のどの程度
か（週30時間以上労働の非正社員比率）の観点からみると、パートタイマーのレベル
別には、初級から上級へとレベルが上がるにしたがって、同比率も43．2％から71．6％へ
と高くなっており、特にパート上級でその傾向が著しい。さらにパート上級よりも専
門職型契約社員で同比率が高く、77．1％が週30時間以上働いている。最後に、非正社
員全体のうち勤続5年以上の者がどの程度いるか、勤続5年以上の非正社員比率をみる
と・パートタイマーとの間には有意な関係はみられないものの、専門職型契約社員の
ほうがパートタイマー全体よりも同比率が高く、34．7％であった。これらのことから、
パートタイマーと比べて専門職型正社員は①より正社員に近い労働時間、②より正社
員に近い勤続年数であることがうかがえる。
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図表5　専門職型契約社員とパートタイマーのタイプ別特性 （単位：％）
業種
全体
i社） 小売業 卸売業 飲食店 サービス@業 建設業 製造業
運輸・
ﾊ信業
金融・保険業
s動産業 不明
合計 149734．7 5．2 4．1 17．6 8．1 2t8 4．5 3．9 2．9
契約社員
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（3）人事管理制度における均衡度
①報酬水準と報酬制度
　つづいて、上記のような特徴を持った非正社員の諸タイプの処遇均衡の実態につい
て図表6にi整理した。まず「処遇の水準」については、給与水準（正社員を100とした
時の割合）は、パートタイマーでは初級（52．6％）から上級（59．6％）へとレベルがあ
がるほど比率が高まっているが、全体としては50～60％の範囲に収まっている。それ
に対して専門職型契約社員は78．3％となっており、パート上級と比べても20％程度高
くなっている。賞与・一時金の基本給支給月数についても同様であり、パートタイマー
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は初級（35，7％）から上級（42．0％）へとレベルがあがるほど支給月数比率が高まる
が、専門職型契約社員は70．3％とパート上級と比べてもおよそ30％高くなっている。
　中堅社員レベルの給与水準をみても、パートタイマーでは初級（70．10％）から上級
（78．14％）へとレベルが高くなるほど比率も高まるものの、全体としては70％台の水
準にとどまっている。それに対して専門職型契約社員は85．68％であり、パート上級と
比べても10％近く高い水準となっている。
図表6　専門職型契約社員とパートタイマーの処遇水準 （単位：％）
給与水準全体 賞与の支給@月比率
中堅社員
距^水準
合計 57．9 42．7 74．7
専門職型契約社員＿　F　■　冒　一　一　一　一　一　一　幽　　　一　一　一
@　　パート上級
@　　パート中級
@　　パート初級
　　　783一冒■冒一一幽一一一一一
@　　59．6
@　　57．0
@　　52．6
　　　70．3一一一一一『凹一一一一一
@　　42．0
@　　4t1
@　　35．7
　　　85．7一辱r－r，騨層一一一一
@　　78．1
@　　76．4
@　　70．1
　次いで、「処遇の決め方」の均衡度尺度を表した図表7をみてみよう。報酬制度全体
をみると、パートタイマーは初級（2．68）から上級（2．78）へとレベルがあがるにつれ
て均衡度が高まっているが、専門職型契約社員は2．73に止まっている。報酬制度内の
個別制度をみると、「諸手当（職務に基づく手当て）」「ボーナスの決め方」については
報酬制度全体と同様の傾向がみられる。「基本給の決定要素（他社の賃金水準）」につ
いては、パートタイマーは上級の2．96から初級の3．13へとレベルが低下するに伴なり大
きくなっており、正社員に近い仕事内容や働き方をしているパートタイマーほど、他
社の賃金水準での均衡度を高める傾向は弱まる。これに対して、専門職型契約社員で
は3．llとパート初級と同レベルである。つまり、パートタイマーの場合は、正社員と
比較して、正社員に近い仕事をしているほど外部労働市場の相場よりも内部労働市場
を重視し、専門職型契約社員では外部労働市場の相場に準拠していることがうかがえる。
②配置・異動
　配置・異動全体をみると、パートタイマーは初級（1．97）から上級（226）へとレベ
ルが高くなるにつれ均衡度が高まっている。それに対して、専門職型契約社員の均衡
度は2．05に止まっている。「配置転換・異動の有無（転居を伴う）」「配置転換・異動の
有無（転居なし・事務所間）」「配置転換・異動の有無（事業所内）」の配置・異動の個
別制度をみても、同様の傾向がみられる。
③教育訓練
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教育訓練全体をみると、パート初級（3．08）、中級（3．07）、上級（3D5）、専門職型契約
社員（3．09）で非正社員のタイプによる差異はほとんどみられない。個別制度をみる
と、「教育内容（導入研修）」では、パートは上級（286）から初級（3．05）へと、レベ
ルが下がるに伴い、均衡度が高くなり、専門職型契約社員は3．04とパート初級と同レ
ベルとなっている。「教育内容（導入研修）」に関しては、パートタイマーの多くが初
級から採用され、その後中級、上級へとキャリアアップしていっている、ということ
が影響していると考えられる。専門職型契約社員はパート初級と同水準であることか
ら、非正社員のタイプに関わらず、就業開始時に必要な導入研修は提供されていると
みることができよう。「教育訓練（仕事に直接関連）」は、パートタイマーはレベルに
よる差異はほとんどなく、さらに専門職型契約社員もパートタイマーと同程度であっ
た。
④評価制度
　評価制度については、非正社員のタイプによる際立った違いは認められない。唯一、
評価制度のうちの「評価の活用（昇格）」は、パートタイマーは初級（2．05）から上級
（2．30）へとレベルが高くなるのにともない均衡度も高まっているが、他の人事管理
制度と同様に、専門職型契約社員（2．23）はパート上級よりも低くなっている。
　社員格付け制度は総じて均衡度が低いが、それでもパートタイマー一・一一は初級（1．33）
から上級（1．48）へとレベルがあがるに伴って均衡度が高まり、専門職型契約社員は1．33
とパート初級と同レベルに止まっている。
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図表7　専門職型契約社員とパートタイマーの人事管理（均衡度　点）
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⑤活用の程度
　こうした人事管理制度の均衡度の違いは、パートタイマーと専門職型契約社員の活
用の違いからきていると考えられる。そこで以下では、図表8を用いて両者の活用の
実態についてみていく。はじめに、正社員転換者比率をみると、パートタイマーでは、
初級（1．28％）から上級（2．83％）へとレベルがあがるにつれて同比率は高まり、専門
職型契約社員は5．12％と、パート上級と比べても倍近い転換比率になっている。非正
社員の役職者への登用状況をみてみると、非正社員役職者比率、係長・主任レベルの
仕事を担当している非正社員割合ともに、非正社員のタイプに関わらず極めて低い。
非正社員の役職者への登用状況について、パートタイマーのレベルとの相関関係はみ
られないが、専門職型契約社員はわずかではあるがパートタイマーよりも登用度が高
くなっている。
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図表8　非正社員のタイプ別活用状況
非正社員からの正社員
]換者数比率（％）
　　非正社員
?E者数比率（％）
　係長・主任レベルを担当
ｵている非正社員割合（指数）
合計 2．06 0．36 0．25
専門職（契約） 5．12 1．15 0．40
パート（上級） 2B3 0．13 0．17
パート（中級） 2．16 0．26 α23
パート（初級） 1．28 0．26 0．22
注1）正社員転換者数比率（％）とは、たとえば専門職型契約社員の場合、1年間に正社員に転換した専門職型契約社員／非正社員全体
　の数＊100により算出。なお、パート上級、中級、初級も同様に算出。
注2）非正社員役職者数比率（％）とは、たとえば専門職型契約社員の場合、係長・主任レベル以上に昇進した専門職型契約社員の人数／
　非正社員全体の数＊100より算出。なお、パート上級、中級、初級も同様に算出。
注3）係長・主任レベルを担当している非正社員割合は、たとえば専門職型契約社員の場合、同レベルの仕事を担当する従業員のなかでの
　専門職型契約社員の割合を、同レベルの仕事を担当する正社員はいない＝6、4割以上⇒5、3割以上⇒4、2割以上⇒3、1割以上⇒
　2、ごく少数⇒1、同レベルを担当する専門職型契約社員はいない⇒0として算出。なお、パート上級、中級、初級も同様に算出。
⑥小括
　以上の分析結果をまとめてみると、まず典型的な非正社員であるパートタイマーに
ついては、パート初級、中級、上級というキャリアステップがあり、基幹化が進む
（つまりキャリアステップが上がる）のに伴って、総じて「処遇の水準」と「処遇の
決め方」の均衡度が高まっていくことが明らかになった。
　次いで、専門職型契約社員の人事管理の特徴を明らかにするために、最もキャリア
レベルが高く均衡度も高いパート上級と比較すると、専門職型契約社員の「処遇の水
準」は、給与、賞与・一時金ともパート上級を大幅に上回る。しかしながら、報酬制
度、配置・異動制度については専門職型契約社員の均衡度は、パート上級を下回る水
準にある。教育訓練制度については、パートタイマーと専門職型契約社員の間に差異
は認められず、非正社員のタイプに関係なく、職務への適応に必要な一定量の教育訓
練は提供されているようである。社員格付け制度については専門職型契約社員の均衡
度はパート上級と比較して低くなっている。以上のように、専門職型契約社員の「処
遇の水準」はパート上級と比較して著しく高いが、「処遇の決め方（人事管理）」の均
衡度は低い水準にあるということが明らかになった。さらに、人材の活用状況につい
てみていると、役職者への登用について違いはみられないが、正社員への転換につい
ては、専門職型契約社員はパート上級の倍近い比率で転換が図られている。
5．ディスカッション　ー専門職型契約社員と企業の教育投資一
　前節の分析結果から、次の2点が明らかになった。1点目は、パートタイマーでは
初級、中級、上級と正社員に近い仕事をするほど処遇の水準が高まると同時に、人材
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活用分野の均衡度も高まる。これに対して、②パート上級よりも一層正社員に近い仕
事をしている専門職型契約社員は、非正社員のなかでは「処遇の水準」の極めて高い
契約形態であるものの、人材活用分野や社員格付け制度の均衡度を高めようとする人
事政策がとられているとはいえない。2点目は、人事管理上、パート上級は正社員と
の均衡化が進んでいるのに対して、専門職型契約社員は均衡化が図られていないとい
う結果にも関わらず、正社員への転換はパート上級よりも専門職型契約社員の方が著
しく高いということである。
　こうした結果がなぜ起こるのか。前述の第1点目については、パートタイマーと専
門職型契約社員とでは、企業のキャリア管理政策に差異があるためであると考えられ
る（図表9を参照）。たとえば、初級から上級へとレベルが向上するほど人事管理制度
の均衡度があがるパー・一トタイマーの場合、仕事のレベルに応じてキャリアアップがで
きるような仕組みがあり、上位のレベルの人材は下位レベルからの選抜によって補充
されている。これに対して専門職型契約社員の場合、仕事のレベルはパート上級より
も高度であるにもかかわらず、人事管理制度の均衡度は連続的に高まってはいないこ
とから、非正社員の人事管理は、正社員との均衡を図った結果できまるのではなく、
あくまでも多様な働き方に見合った仕組みとして作られていると考えるべきである。
　また専門職型契約社員の場合、短期契約かつ専門能力の活用を図ろうとするという
意図から鑑みても、その報酬制度や配置転換制度を正社員のそれに近づけることの合
理性は低いと企業が考えていることがうかがえる。さらに、働く側からみても、専門
職型契約社員とは、正社員になるためのステップととらえて働いている人と、専門ス
キルを有しているので、自分で働く場を選びたいという人が混在していると思われる。
したがって、均衡は高めなくとも、仕事と報酬が見合っていれば良いと考えているの
ではないだろうか。
　第2点目について考えると、まずパートタイマーの多くは、女性、しかも主婦が多
いことが想像されるので、労働時間は短時間かつ自分で選択できるパートタイマーと
いう身分のまま働き続けることを希望しており、非正社員と比べて労働時間や労働環
境など様々な面で拘束される正社員に転換したがらない人が多いためと考えられる。
このことを裏付けるデータとして、図表10に男女別の雇用者数を示した。これをみる
と、やはりパート・アルバイトは圧倒的に女性が多く、しかも世帯主の割合も低い。
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図表9　パートタイマーと専門職型契約社員のキャリアコースモデル
専門職
（恒常的）
図表10　男女別の非正社員数 （単位：千人、％）
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出所）総務省『労働力調査』より作成
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　一方、専門職型契約社員は外部の専門スキルを調達するという意図からすると、そ
の採用の可否は企業内での内部育成コストとの対比で決定されるということになる。
つまり、専門能力の内部育成と代替関係にある。したがって仕事が専門的であり、か
つ内部でその仕事を担当できる人材がいないときに、その専門スキルを内部化したい
という企業のニーズが発生した場合、企業内に専門職を評価できる人材が不在という
状況が想定される。したがって、トライアル期間として専門職型契約社員として雇用
し、採用のミスマッチを防こうとしているのではないだろうか。
　パート上級は正社員と代替関係にある雇用形態であり、専門職型契約社員は補完関
係の雇用形態である。つまり、パート上級は正社員が行っていた業務を代替する傾向
が強いため、同一労働の正社員との均衡を図るために、正社員に近づける人事管理政
策が講じられている。しかしながら、従来、正社員が行っていた業務を非正社員に置
き換えていくことが人事戦略の基本となっているため、企業が積極的に正社員への転
換を図る可能性は限定的であるといえる。
　一方、専門職型契約社員は正社員では不足している能力を補完することを意図した
雇用形態である。本稿で予想したように、専門職型契約社員の人事管理について正社
員との均衡化を図ることの合理性は低く、むしろ、社内の処遇制度等から離れて世間
相場に見合った賃金を提供していくことの方が必要人材の獲得につながるといえる。
また、社内で蓄積されてこなかった能力の獲得ということであれば、その人材及び職
務の価値を正確に測定することは難しく、契約社員という有期契約を活用することが
企業のリスク回避にもつながる。
　とはいえ、契約期間を通じて専門職型契約社員が能力を発揮した結果、長期的に必
要な能力であることが確かめられれば、正社員の転換を促進することはあり得るだろ
う。企業内でほとんど蓄積・開発されていない能力分野の人材であれば、はじめから
中途採用するよりも、専門職型契約社員としてトライアル雇用期間を設け、採用のリ
スクを削減することが有効な人材獲得戦略である。
　労働者側からみれば、長期雇用ではなく専門能力を活用して、好条件の職場を渡り
歩くことも専門職型契約社員のキャリア形成のあり方であろうが、新しい職場探しに
は常にサーチコストがかかるために、回数（または年齢）を重ねるごとに“転職”す
ることの限界効用は低くなっていくと想定される。すると、専門職型契約社員の中に
も、雇用保障を希望するようになる労働者は一定数存在するはずであり、労使双方の
同意により、ある発生確率で正社員への転換が図られていると考えられる。
　例えば、契約社員の活用を進めているダイキン工業では、専門職型契約社員を、正
社員の代替ではなく、研究開発、海外現地責任者など、社内にない専門性を持った人
材を活用し、事業構造の変化にタイムリーに対応するための契約形態として位置づけ
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ている。専門職型契約社員については、必要な人材を必要な期間活用するためのもの
とし、正社員への転換を制度化してはいない。社内で蓄積の進んでいない専門性の高
い業務は、実際にある期間業務を行ってみなければ価値を判断できないので、一定の
期間が経って必要となれば、その時点で個別に正社員への転換を検討しているようで
ある13。
7．おわりに
　これまでみてきたように専門職型契約社員は、典型的な非正社員であるパートタイ
マー等にみられる「正社員との処遇均衡」という人事政策上には、必ずしも乗らない
形態であるといえる。
　雇用の流動化が進み、企業と労働者との関係が多様化する中にあって、特に企業の
競争力に大きな影響力を与える専門職型契約社員の人事管理をどのようにデザインす
るかが、産業界において重要な課題であるといえる。正社員「代替型」ではない、「補
完型」の非正社員としての専門職型契約社員に関して、労使双方にとって有益な処遇
と人事管理のあり方をデザインするためには、より詳細な調査研究を進めていくこと
が必要である。
　加えて、活用の広がる非正社員を一元的に捉えるのではなく、働き方の違いによっ
て非正社員の人事管理区分を再編成してそれぞれに応じた制度設計を行っていくこと
が重要であるといえよう。
13：労政時報研究所編集部（2004年b）
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